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(57) 要 約： [ 1 ] 粘 着剤 主成分 と しての、 （a ) 式 ： [ A — B ] n ( n は ！〜 3 ) で表 され る共重合体
( I ') の水素添加物である （I ) 、及び （b ) 少 な くとも 2 つの末端に A を有 し、その中間部分 に少な く

とも 1 個の B を有す る共重合体 （Π ') の水素添加物である （Π ) の組み合わせ、並びに [ 2 ] 粘着付与剤
と しての、 フヱノール成分の含有量が 5 ~ 4 5 % で あるフヱノール樹脂 を含有 し、 （1 ') 及び （Π ') に
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単位含有率が、 5 ~ 5 0 質量％で あ り、かつ （I ) 及 び （Π ) の水素添加率が 8 0 % 以上で ある粘着剤層
を有す る表面保護 フィルム。 上記 A は、芳香族アルケニル化合物単位 を 8 0 質量％以上含有す る重合体 ブ
ロック。 上記 B は、共役 ジェン化合物単位 を 5 0 質量％以上含有 し、かつ共役 ジェン化合物 由来の ビニル
結合の含有率が 5 0 モル％以上である重合体 ブロック。



明 細 書

発明の名称 ：表面保護 フ ィル ム

技術分野

[0001 ] 本発明は、表面保護 フイルム、特 にプ リズムシ一 卜用の表面保護 フイルム

に関する。

背景技術

[0002] プ リズムシ一 卜は、液晶デ ィスプ レイにおいて、 ノく' ックライ 卜か ら発せ ら

れた光 を前方へ集光する機能 を有するシ一 卜であ り、透明な樹脂か ら形成 さ

れ、 その表面は、三角柱の形状の凹凸を有 している。

プ リズムシ一 卜の性能 には、前記の凹凸が極めて重要であるので、近年、

液晶デ ィスプ レイの製造時等 にプ リズムシ一 卜の凹凸の形状が極微細な領域

で変形 した場合であ つても、 当該凹凸形状が弾性回復で きる自己回復性 プ リ

ズムシ一 卜が実用化 されている。

また、近年、 プ リズムシ一 卜のコス トダウンの 目的によ り、樹脂製の錶型

を使用するソフ 卜モール ド法 によるプ リズムシ一 卜の生産が実施 されている

運搬時等 にこのプ リズムシ一 卜の凹凸が損傷 を受けないようにするために

、 その表面 に貼 り付 けて用い られる表面保護 フイルムが汎用されている。 こ

のような表面保護 フイルム と しては、例 えば、特許文献 1 に開示 されている

表面保護 フイルムが挙 げ られる。 このような表面保護 フイルムは、 その粘着

剤層 にプ リズムシ一 卜の凹凸形状の頂部が食 い込む ことによって、 プ リズム

シ一 卜のプ リズ厶面 に対する適当な粘着力を得 ることがで きるので、 プ リズ

ムシ一 卜のプ リズ厶面の表面保護 に好適 に使用することがで きる。

ところで、 このような表面保護 フイルムは、長尺状のフイルムをロール状

に巻回 した巻回体 と して工業的に製造 されている。 このような巻回体 と した

表面保護 フイルムでは、巻回体の巻 き戻 しに必要な力 （展開力）が高 く、かつ

経時による展開力の上昇が大 きくな りやすいことが知 られているが、展開力



が小さいこと、すなわち巻回体の巻戻 しが容易にできることが強 く求められ

ている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：国際公開第 2 0 0 / 0 2 9 7 7 3 号パ ンフ レツ 卜

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 前述のような自己回復性プリズムシー トであっても、前記凹凸形状が弾性

回復可能な範囲を超える程度に変形 した場合は、自己回復は行われない。

従って、特に運搬時に受ける比較的に強い外力による変形から前記凹凸形

状を保護する目的、及び埃等の付着防止の目的から、自己回復性プリズムシ

- 卜の場合であっても、表面保護フイルムを使用 してその表面を保護する必

要がある。

しか し、自己回復性プリズムシ一 卜は通常のプリズムシ一 卜に比べて前記

凹凸形状が変形 しやすいので、プリズム面に、特許文献 1 に開示されている

表面保護フイルムを適用 した場合、その貼 り付け時の圧力によって前記凹凸

形状が変形 して しまい、前記粘着剤層にプリズムシ一 卜の凹凸形状の頂部が

十分に食い込むことができず、プリズムシ一 卜のプリズム面に対する適当な

粘着力を得ることができない。これにより、表面保護シ一 卜がプリズ厶面か

ら、使用者の意図に反 して自然と剥離 して しまうことが頻繁に起こって、プ

リズムシ一 卜の表面 （特に、プリズム面）を適切に保護することができない

という問題があつた。

また、前述のようなソフ トモール ド法で製造されたプリズ厶シ一 卜のプリ

ズ厶面に、通常のプリズムシ一 卜用の表面保護フイルムを貼 り付けた場合に

も、表面保護シー トがプリズム面から、使用者の意図に反 して自然と剥離 し

て しまうことが頻繁に起こって、プリズムシ一 卜の表面 （特に、プリズム面

) を適切に保護することができないという問題があつた。ソフ トモール ド法



においては、樹脂製の錶型からプリズムシ一 卜を剥が し易くする目的 （すな

わち、離型性向上の目的）で、樹脂製の錶型に離型剤が配合されている。前

述の剥離は、この錶型に配合された離型剤が、プリズムシ一 卜のプリズム面

に転写されることが原因であると推測される。

しか し、これらの問題に対応するため、単純に粘着力が高い表面保護フィ

ル厶を用いると、前述の剥離の問題が解決 したとしても、表面保護フイルム

の巻回体の巻き戻 しに必要な力（展開力）が高くなつて しまうので、プリズ厶

シ一 卜の表面保護のためにプリズムシ一 卜表面に表面保護フイルムを貼 り付

ける作業の効率が低下する。

従って、本発明は、プリズムシ一 卜表面に表面保護フイルムを貼 り付ける

作業の効率を低下させること無 しに、プリズムシ— 卜 （特に、ソフ トモール

ド法で製造されたプリズムシ一 卜、及び自己回復性プリズムシ一 卜）の表面

(特に、プリズム面）を適切に保護できる表面保護フイルムを提供すること

を目的とする。

課題を解決するための手段

[0005] 本発明者 らは、特定の粘着剤、及び特定の粘着付与剤を含有する粘着剤層

を有する表面保護フイルムを用いることによって、前述の目的が達成できる

ことを見出し、更なる研究の結果、本発明を完成するに至った。

[0006] 本発明は、次の態様を含む。

項 1 .

[ ] 粘着剤主成分としての、

( a ) 式 ： [ A _ B ] n ( A は下記重合体プロックA を表 し、 B は下記重合

体プロックB を表 し、及び n は 1 ~ 3 の整数を表す。）で表される構造を有

する共重合体 （に ）の水素添加物である、共重合体 （I ) 、及び

( b ) 少なくとも2 つの末端に下記重合体プロックA を有 し、その中間部

分に少なくとも 1個の下記重合体プロックB を有する共重合体 （I に 、の

水素添加物である共重合体 （I I ) の組み合わせ、並びに

[ 2 ] 粘着付与剤としての、



フエノール成分の含有量 （モル比）が 5 ~ 4 5 % の範囲内であるフエノール

樹脂

を含有 し、

前記共重合体 （に ）及び前記共重合体 （I に ）の全体 に含 まれる、重合

体 プロックA の総量 と重合体 プロック B の総量 との質量比 （A ：B ) が 5 ：

9 5 2 5 ：7 5 の範囲内であ り、

前記共重合体 （I ' ) 及び前記共重合体 （I I ' ) の全体の芳香族 ァル ケ 二

ル化合物単位含有率 （S t ( A + B ) ) が、 5 ~ 5 0 質量％であ り、かつ

前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) の全体の水素添加率が 8 0 %

以上である粘着剤層、及び

基材層

を有する表面保護 フ イル ム。

[ 重合体 プロックA ] ：芳香族 アルケニル化合物単位 を 8 0 質量％以上の含

有率で含有する重合体 プロック

[ 重合体 プロック B ] ：共役 ジェ ン化合物単位 を 5 0 質量％以上の含有率で

含有 し、かつ共役 ジェ ン化合物 由来の ビニル結合の含有率が 5 0 モル ％以上

である重合体 プロック

項 2 .

プ リズムシ一 卜用である項 1 に記載の表面保護 フイルム。

項 3 .

次の方法 ：

表面保護 フイルムをプ リズム山の高さ h 1 が一定であ り、かつ 2 5 m であ

る輝度上昇 フィル 厶 プ リズ厶面 に貼付後、 プ リズ厶面側 よ り打ち抜 きを実施

し、次いで

打ち抜 きによって生 じた断面 において、表面保護 フ イル ム粘着面の、 それぞ

れ プ リズ厶山の頂点が くい込んでいた隣 り合 う 2 点 を結ぶ直線 s か ら、表面

保護 フィル厶粘着面がプ リズ厶谷 に押 し込 まれて生 じた凸形状の頂点 p まで

の距離 h を測定することを n = 3 で行い、



h 2 / h の算術平均値 を算出 し、

これを粘着面変形率 と定義すること ；

によって得 られる粘着面変形率が、 5 0 % 以上である項 1 又 は 2 に記載の表

面保護 フイルム。

項 4 .

プ リズ厶山の J I S R 6 3 9 - 5 に従 った測定にて算出 した硬度が 0 .

0 8 0 . 1 5 であ り、かつ

J I S R 1 6 3 9 — 5 に従 い、加重 2 0 g f になるまで変形 させた後加重

を取 り除いた場合、加重 を取 り除いてか ら3 秒後 に変形が確認出来ない自己

回復性 プ リズムシ一 卜用である項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の表面保護 フ

ィル厶。

項 5 .

ソフ トモ一ル ド法 によって製造 されたプ リズムシ一 卜用である項 1 ~ 3 のい

ずれか 1 項 に記載の表面保護 フィル 厶。

項 6 .

前記 フ エ ノール樹脂が、テ ル ペ ン フ エ ノール樹脂、 アル キル フ エ ノール樹脂

、 ロジン変性 フエノール樹脂、 フエノール変性 クマ ロンインデ ン樹脂、 フエ

ノ一ル変性ホルムアルデ ヒ ド樹脂、 t - プチル フェノ一ル樹脂、及び t - プ

チル フエノール アセチ レン樹脂か ら選ばれる群 よ り選択 される 1 種以上のフ

エノ一ル樹脂であることを特徴 とする項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の表面

保護 フイルム。

項 7 .

前記 フエノ一ル樹脂が、テルペ ンフエノ一ル樹脂であることを特徴 とする項

6 に記載の表面保護 フィル厶。

発明の効果

本発明によれば、 プ リズムシー ト表面 に表面保護 フイルムを貼 り付 ける作

業の効率 を低下させること無 しに、 プ リズムシ一 卜 （特 に、 ソフ トモール ド

法で製造 されたプ リズム シ 一 卜、及び 自己回復性 プ リズム シ 一 卜）の表面保



護を適切に保護することができる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1]粘着面変形率の算出、及び本発明の表面保護フイルムの使用の一態様を

説明する断面図である。

発明を実施するための形態
[0009] 1. 用語及び記号

[00 10] 本明細書において数値範囲を表すために用いられる記号 「~ 」は、特に記

載の無い限り、当該数値範囲がその両端の数値を含むことを意図して用いら

れる。

[00 11] 本明細書において、用語 「芳香族アルケニル化合物単位含有率」等におい

て用いられる重合体の繰り返し単位の 「含有率」とは、繰り返し単位が由来

するモノマーに換算した質量比、すなわち、前記重合体を形成するための全

モノマーの質量に対する、前記繰り返し単位が由来するモノマーの質量の比

(質量％) 、すなわち重合体の芳香族アルケニル化合物含量 [ a Lkeny L a r oma

t i c compound con t en t ] を意味する。ここで、 「目言己重合体を开乡成するため

の全モノマ一の質量」は、前記重合体の質量に近似する。また、同様に、本

明細書において、重合体プロックの繰り返し単位の 「含有率」とは、繰り返

し単位が由来するモノマーに換算した質量比、すなわち、前記重合体プロッ

クを形成するための全モノマ一の質量に対する、前記繰り返し単位が由来す

るモノマーの質量の比 （質量％) を意味する。ここで、 「前記重合体プロッ

クを形成するための全モノマーの質量」は、前記重合体プロックの質量に近

似する。

[00 12] 本明細書において、 「ビニル結合の含有率」は、赤外吸収スペクトル法を

用い、モレロ法により算出した 1 ，2 _ ビニル結合及び 3 ，4 _ ビニル結合

の総含有率を意味する。

[00 13] 2.表面保護フイルム

本発明の表面保護フィル厶は、

[ ] 粘着剤主成分としての、



( a ) 式 ： [ A _ B ] n ( A は下記重合体 プロックA を表 し、 B は下記重合

体 プロック B を表 し、及び n は 1 ~ 3 の整数 を表す。）で表 される構造 を有

する共重合体 （に ）の水素添加物である、共重合体 （I ) 、及び

( b ) 少な くとも 2 つの末端 に下記重合体 プロックA を有 し、 その中間部

分 に少な くとも 1 個の下記重合体 プロック B を有する共重合体 （I に 、の

水素添加物である共重合体 （I I ) の組み合わせ、並びに

[ 2 ] 粘着付与剤 と しての、

フエノール成分の含有量 （モル比）が 5 ~ 4 5 % であるフエノール樹脂

を含有 し、

前記共重合体 （に ）及び前記共重合体 （I に ）の全体 に含 まれる、重合

体 プロックA の総量 と重合体 プロック B の総量 との質量比 （A ：B ) が 5 ：

9 5 2 5 ：7 5 の範囲内であ り、

前記共重合体 （I ' ) 及び前記共重合体 （I I ' ) の全体の芳香族 ァルケ二

ル化合物単位含有率 （S t ( A + B ) ) が、 5 ~ 5 0 質量％であ り、かつ

前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) の全体の水素添加率が 8 0 %

以上である粘着剤層、及び

基材層 を有する。

[ 重合体 プロックA ] ：芳香族 アルケニル化合物単位 を 8 0 質量％以上の含

有率で含有する重合体 プロック

[ 重合体 プロック B ] ：共役 ジェ ン化合物単位 を 5 0 質量％以上の含有率で

含有 し、かつ共役 ジェ ン化合物 由来の ビニル結合の含有率が 5 0 モル％以上

である重合体 プロック

[0014] 本発明の表面保護 フイルムは、少な くとも、粘着剤層、及び基材層 を有す

る。好 ま しくは、 当該粘着剤層は、 当該基材層の一方の表面上 に積層 されて

いる。本明細書 中、表面保護 フイルムの粘着面 とは、 当該粘着剤層の当該基

材層側 とは反対側の表面 を意味する。

[001 5] 3. 1. 粘着剤層

粘着剤層は、粘着剤主成分、及び粘着付与剤 を含有する。



[001 6] 3 . 1. 1. 粘 着剤 主成分

粘着剤層 は、粘着剤 主成分 と して、共重合体 （I ) 及び共重合体 （I I )

を含有 す る。

本 明細書 中、粘着剤 主成分 とは、粘着剤層 中に最 も高 い含有量 （質量基準

) で存在 し、 かつ粘着剤層 に粘着性 を付与 す る成分 を意味す る。

共重合体 （I ) は、 式 ： [ A _ B ] n ( A は下記 で説 明す る重合体 プロッ

ク A を表 し、 B は下記 で説 明す る重合体 プロック B を表 し、 及び n は 1 ~ 3

の整数 を表 す。 ）で表 され る構造 を有 す る共重合体 （I ' ) の水素添加物 で

あ る。

共重合体 （I I ) は、 少な くとも 2 つの末端 に前記重合体 プロック A を有

し、 その中間部分 に少な くとも 1 個 の前記重合体 プロック B を有 す る共重合

体 （I に ) の水素添加物 であ る。

[001 7] 共 重合体 （に ）及び共重合体 （I に ） 中にそれ ぞれ存在 す る 「重合体

プロック A 」 は、芳香族 アル ケニル化合物単位 を 8 0 質量％以上 の含有率 で

含有 す る重合体 プロックであ る。

当該含有率 の下限は、 好 ま しくは 8 5 質量％、 よ り好 ま しくは 9 0 質量％

であ る。

[001 8] 本 明細書 中、 「芳香族 アル ケニル化合物単位 」 とは、芳香族 アル ケニル化

合物 に由来 す る繰 り返 し単位 であ る。 当該 「芳香族 アル ケニル化合物 」 と し

て は、 例 え ば、 ス チ レ ン、 t e r t _ プ チ ル ス チ レ ン、 — メ チ ル ス チ レ ン

、 ρ — メ チ ル ス チ レ ン、 ρ — ェ チ ル ス チ レ ン、 ジ ビニ ル ベ ンゼ ン、 1 ， 1 _

ジ フ エ 二 ル エ チ レ ン、 ビニ ル ナ フ タ レ ン、 ビニ ル ア ン トラ セ ン、 Ν ， Ν — ジ

ェチル 一 ρ —ア ミノエチル スチ レン及び ビニル ピ リジ ン等 が挙 げ られ る。

[001 9] 重 合体 プロック Α は、芳香族 アル ケニル化合物単位以外 の繰 り返 し単位 を

有 していて もよい。

この よ うな繰 り返 し単位 と しては、例 えば、共役 ジェ ン化合物単位 が挙 げ

られ る。

本 明細書 中、 「共役 ジェ ン化合物単位 」 とは、共役 ジェ ン化合物 に由来 す



る繰 り返 し単位である。当該 「共役ジェン化合物」 と しては、例えば、 1，

3 —ブタジエン、イソプレン、 2 ，3 —ジメチル _ 1，3 —ブタジエン、 1

，3 _ ペ ンタジェン、 2 _ メチル _ 1，3 —才クタジェン、 1，3 _ へキサ

ジェン、 1，3 —シクロへキサジェン、 4 ， 5 —ジェチル _ 1，3 —才クタ

ジェン、 3 _ プチル _ 1，3 —才クタジェン、 ミルセン及びクロ口プレン等

が挙げられる。

[0020] 共重合体 （に ）及び共重合体 （I に ）中にそれぞれ存在する 「重合体

プロック B 」は、共役ジェン化合物単位 を 5 0 質量％以上の含有率で含有 し

、かつ共役ジェン化合物由来の ビニル結合の含有率が 5 0 モル ％以上である

重合体 プロックである。

[0021 ] 重合体 プロック B は、共役ジェン化合物単位以外の繰 り返 し単位 を有 して

いてもよい。

このような繰 り返 し単位 と しては、例えば、芳香族 アルケニル化合物単位

が挙げられる。

[0022] < 共重合体 （に ）>

共重合体 （に ）を表す式 ： [ A _ B ] n 中の 「n 」が 1 ~ 3 の整数であ

ることか ら明 らかなように、前記 「式 [ A _ B ] n で表 される構造」 と して

は、例えば、 A — B、A — B —A — B 、及び A — B —A — B —A — B で表 さ

れる構造が挙げられる。 これ らのプロック共重合体においては、 A 及び B は

、それぞれ繰 り返 しにおいて同一であってもよ く、異なっていてもよい。

[0023] 共重合体 （I ' ；) は、単独であってもよ く、 2 種以上の組み合わせであつ

てもよい。

[0024] < 共重合体 （I に ）>

共重合体 （I に ；）は、少な くとも 2 つの末端、例えば、その主鎖の両末

端 に、重合体 プロックA を有 し、その中間部分に少な くとも 1 個の前記重合

体 プロック B を有する。

「共重合体 （I I ' ) 」は、好ま しくは、前記共重合体 （I I ' ) が、式

：A — B —A (式中の記号は前記 と同意義 を表す。）、又は式 ： （A — B )



x - Y (式中、 X は 1以上の整数を表 し、 Υ はカップリング剤残基を表 し、

その他の記号は前記と同意義を表す。）で表される構造を有する共重合体で

ある。

[0025] 式 ： （Α _ Β ) X - Υ (式中、 X は 2 以上の整数を表 し、 Υ はカップリン

グ剤残基を、その他の記号は前記と同意義を表す。）で表される構造を有す

る共重合体は、言い換えれば、共重合体 （I ' ) がΥ によってカップリング

した構造を有する。従って、 （Α _ Β ) χ _ Υ の場合、同 じ反応釜で、共重

合体 （I ' ；) 及び （I I ' ) の混合物を合成することが出来るため、工業的

な観点から、 （Α _ Β ) χ _ Υ の方が好ましい。 X が 3 以上である場合、当

該共重合体は、いわゆる星形重合体である。 X は、当該共重合体製造時にお

ける副反応を抑制 し、当該共重合体の物性を制御する観点からは、好ましく

は 2 ~ 4 である。

カツプリング剤残基 Υ は、前記共重合体の物性に影響 しないことが好まし

く、このようなカップリング剤残基 Υ を与えるカップリング剤としては、メ

チルジクロロシランが挙げられる。

力ップリング剤残基 Υ が、前記共重合体の物性に与える影響が小さい場合

、 ( Β ) χ _ Υ で表される部分 （例、 Β —Υ —Β で表される部分）は、実質

的に Β のプロックと同 じである。

[0026] 共重合体 （I I ' ；) は、単独であってもよく、 2 種以上の組み合わせであ

つてもよい。

[0027] 前記共重合体 （I ' ) 及び前記共重合体 （I I ' ) の全体の芳香族ァルケ

ニル化合物単位含有率 （S t ( A + B ) ) は 5 ~ 5 0 質量％であり、好まし

くは3 0 ~ 5 0 質量％である。

[0028] < 共重合体 （I ) 及び共重合体 （I I ) >

共重合体 （I ) 及び共重合体 （I I ) は、それぞれ前記共重合体 （に ）

及び前記共重合体 （I に ）の水素添加物である。

従って、当業者が容易に理解するように、前記共重合体 （I ' ) 及び前記

共重合体 （I I ' ) について説明 した事項の一部は、共重合体 （I ) 及び共



重合体 （I I ) にも該当する。

前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) の全体の水素添加率は 8 0

% 以上であ り、好ま しくは 9 0 %、 より好ま しくは 9 5 % である。

また、前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) のそれぞれの水素添

加率は 8 0 % 以上であ り、好ま しくは 9 0 %、 より好ま しくは 9 5 % である

本明細書中、水素添加率は、水素添加前の共役ジェン化合物由来の二重結

合に対する、水素添加された、当該二重結合のモル比 （％) であって、 これ

は、四塩化炭素を溶媒 と して用い、 2 7 0 M H z 、 ' H — N M R スペ ク トルか

ら算出 した水素添加率 を意味する。

[0029] 粘着剤層における共重合体 （I ) と共重合体 （I I ) との質量比は、好ま

しくは、 5 ：9 5 ~ 4 0 ：6 0 の範囲内である。

[0030] 前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) は、公知の方法を用いて製

造することができる。

例えば、共重合体 （I ) が A _ B (式中の記号は前記 と同意義 を表す）で

表 される共重合体であ り、共重合体 （I I ) が A _ B _ Y _ B _ A (式中の

記号は前記 と同意義 を表す）で表 される共重合体である場合、 これ らは、

( a ) プロックA の原料単量体を重合させてプロックA を合成 し、 これにプ

ロック B の原料単量体を加えて、 A _ B (共重合体 （I ' ) ) を合成するこ

と、

( b ) Y を有するカップ リング剤 を用いて、 A — B をカップ リングさせ、 A

- B - Y - B - A (共重合体 （I に ））を合成すること、

( c ) 共重合体 （に ）及び共重合体 （I に ）に水素添加 して、共重合体

( I ) 及び共重合体 （I I ) を得 ること

を含む方法によって、合成すればよい。

[0031 ] 3. 1. 2.粘着付与剤

粘着剤層は、粘着付与剤 と して、 フエノール樹脂 を含有する。

粘着付与剤は、粘着剤主成分である共重合体 （I ) 及び共重合体 （I I )



と相溶 して、粘着剤層の粘着力をコン トロールする。

当該フエノール樹脂は、好 ま しくは、テルペ ンフエノール樹脂、アルキル

フエノール樹脂、ロジン変性フエノール樹脂、フエノール変性クマ ロンイン

デン樹脂、フエノール変性ホルムアルデヒド樹脂、 t —プチルフエノ一ル樹

月旨、及び t —プチルフエノールアセチレン樹脂から選ばれる群より選択され

る 1種以上のフエノール樹脂であり、なかでも特に好ましくはテルペンフエ

ノ一ル樹脂、テルペンフェノ一ル樹脂の水素添加物である。

当該フエノール樹脂は、フエノール成分の含有量 （モル比）が、 5 ~ 4 5

モル％の範囲内である。ここで、フエノール樹脂におけるフエノール成分と

は、フエノールを含有する単量体に由来する構成単位を意味する。

フエノール成分の含有量 （モル比）は、プロ トン核磁気共鳴装置 H —N

M R ) を用いて、得 られる。

[0032] フエノール成分の含有量 （モル比）が、このような範囲内であることによ

り、本発明の表面保護フイルムは、プリズム面に貼 り付けした際に、粘着面

がプリズム山の形状に合わせて変形できるので、本発明の表面保護フイルム

とプリズ厶面との接触面積が高くなることができ、その結果プリズ厶シ一 卜

に対 して好適な粘着力を有する事が出来る。

5 %以下では貼付時に粘着剤が変形するが、すぐに弾性回復 して しまうた

めに、粘着剤の変形を維持することができず、十分な粘着力が発現 しない。

また、 4 5 %以上では、粘着剤の凝集力が高くなりすぎて、貼付時に粘着

剤が変形出来ず、十分な粘着力が発現 しない。

[0033] このようなフエノール樹脂は、単独で用いてもよく、 2 種以上を組み合わ

せて用いてもよい。

粘着剤層における粘着付与剤の含有量は、共重合体 （I ) 及び共重合体 （

I I ) の質量の合計 1 0 0 質量部に対 して、好ましくは 1 0 ~ 5 0 質量部で

ある。

[0034] 3. 1. 3. その他の成分

粘着剤層は、前記粘着剤主成分、及び前記粘着付与剤に加えて、更に、ス



チレン系プロック相補強剤、軟化剤、酸化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤

、充填剤、顔料、粘着昂進防止剤、才 レフィン系樹脂、シ リコー ン系ポリマ

― 、液状アクリル系共重合体、 リン酸エステル系化合物等の公知の添加剤を

適宜含有 してもよい。

[0035] 「スチレン系プロック相補強剤」は、粘着剤層の粘着昂進を抑制するため

に用いられる。

当該スチ レン系プロック相補強剤としては、例えば、モノマ一単位として

、スチレン及び — メチルスチレン、 ρ —メチルスチレン、 ρ —クロロスチ

レン、クロロメチルスチレン、 t e r t _ プチルスチレン、 p —ェチルスチ

レン、ジビニルベンゼン等のスチレン系化合物が挙げられる。これらは、単

独又は 2 種以上を組み合わせて用いることができる。

つまり、スチレン系プロック相補強剤は、これらモノマ一を重合することに

よって得ることができる。 2 種以上のモノマ一からなる共重合体の場合は、

プロック共重合体であってもよいし、ランダム共重合体であってもよい。な

かでも、スチレン系プロック相補強剤は、 1 0 0 °C程度以上の軟化点を有す

るものが好ましく、 1 5 0 °C以上がより好ましい。具体的には、イース トマ

ンケミカル社製、商品名 「E N D E X 1 5 5 」 （軟化点 1 5 5 °C ) 、 「E N

D E X 6 0 」 （軟化点 1 6 0 °C ) 等が好適に使用される。

[0036] 「軟化剤」は、通例、粘着力の向上に有効である。当該軟化剤としては、

例えば、低分子量のジェン系ポリマー、ポリイソプチレン、水添ポリイソプ

レン、水添ポリブタジエン、パラフィン系プロセスオイル、ナフテン系プロ

セスオイル、芳香族系プロセスオイル、ひまし油、 卜一ル油、天然油、液体

ポリィソプチレン樹脂、ポリプテン、又はこれらの水添物などが挙げられる

[0037] 「酸化防止剤」としては、特に限定されず、例えば、フエノール系 （モノ

フエノール系、 ビスフエノール系、高分子型フエノール系）、硫黄系、 リン

系等が挙げられる。

「光安定化剤」としては、 ヒンダ一 ドアミン系化合物が挙げられる。



「紫外線吸収剤」としては、特に限定されず、例えば、サリチル酸系、ベ

ンゾフエノン系、ベンゾ卜リアゾ一ル系、シァノアクリレー 卜系等が挙げら

れる。

[0038] 「充填剤」としては、例えば、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、シリ

力、酸化亜鉛、酸化チタン等が挙げられる。

「粘着昂進防止剤」としては、脂肪酸アミド、ポリエチレンィミンの長鎖

アルキルグラフ卜物、大豆油変性アルキ ド樹脂 （例えば、荒川化学工業社製

、商品名 「ァラキ一 ド2 5 1 」等）、 卜一ル油変性アルキ ド樹脂 （例えば、

荒川化学工業社製、商品名 「ァラキ一 ド6 3 0 0 」等）などが挙げられる。

[0039] これらの添加剤は、単独で使用してもよいし、 2 種以上を組み合わせて用

いてもよい。

[0040] 粘着剤層の厚さは、特に制限されないが、例えば、通常 0 . 5 ~ 5 0 m

程度、好ましくは 1 ~ 4 0 m、より好ましくは 2 ~ 3 O mである。

[0041 ] 3. 2.基材層

基材層は、好ましくは、ポリオレフイン基材層である。

当該 「ポリオレフイン」としては、例えば、低密度ポリエチレン、中密度

ポリエチレン、高密度ポリエチレン、直鎖低密度ポリエチレン、エチレン一

—才レフィン共重合体、エチレン一ェチルァクリレー 卜共重合体、ェチレ

ン—酢酸ビニル共重合体、エチレン—メチルァクリレー 卜共重合体、ェチレ

ン— η —プチルァクリレー 卜共重合体、及びポリプロピレン （ホモポリマ一

、ランダムコポリマ一、プロックコポリマ一）等が挙げられる。

これらは単独又は 2 種以上を組み合わせて用いることができる。また、 「

ポリオレフイン」は、置換基を有するポリオレフインであってもよく、ポリ

才レフィン以外の樹脂が添加されていてもよい。さらに、表面保護フイルム

の製造過程で生じた、ポリオレフィン基材層の端材ゃ表面保護フィル厶の端

材が添加されていてもよい。

[0042] 基材層は、単層でもよいし、組成の異なる 2 種以上の多層構造を有 してい

る層であってもよい。



[0043] 基材層は、表面保護フイルムの用途等によって、その厚さを適宜調整する

ことができる。通常、 1 0 ~ 1 0 0 m程度の厚さに設定することが適 して

いる。

[0044] 3. 3. その他の層

本発明で用いられる表面保護フイルムは、前記基材層、及び前記粘着層に

加えて、更にその他の層を有 してもよい。このようなその他の層としては、

例えば、前記基材層、及び前記粘着層の間に配置される、ポリオレフイン系

樹脂から形成された中間層が挙げられる。

[0045] 本発明の表面保護フイルムは、次の方法 ：

表面保護フイルムをプリズム山の高さ h 1 が一定であり、かつ 2 5 mであ

る輝度上昇フィリレ厶 ( B i g h t n e s s E n h a n c e m e n t F

i I m ; B E F ) のプリズム面に貼付後、プリズム面側より打ち抜きを実施

し、次いで ；

打ち抜きによって生 じた断面において、表面保護フイルム粘着面の、それぞ

れプリズ厶山の頂点がくい込んでいた隣り合う2 点を結ぶ直線 s から、表面

保護フィル厶粘着面がプリズ厶谷に押 し込まれて生 じた凸形状の頂点 p まで

の距離 h を測定することを n = 3 で行い、

h 2 / h の算術平均値を算出し、

これを粘着面変形率と定義すること ；

によって得 られる粘着面変形率が、好ましくは 5 0 %以上、より好ましくは

6 0 %以上である。

当該測定は、顕微鏡 （倍率 ：5 0 0 倍）で観察 して実施できる。

また、前記打ち抜きは、次の装置又はその同等品を使用 して実施できる。

株式会社 トーコー製

製品名 ：卜一コ一油圧クリッカ一

型番 ：T C M —3 5 0 0

図 1 に、この粘着面変形率の算出を説明する断面図を記載する。

図 1 では、表面保護フィル厶 1 をプリズ厶山の高さ h が一定である輝度



上昇フイルム 2 のプリズム面に貼付 したことにより、表面保護フイルム 1 の

粘着面に高さ h 2 の凸形状が形成されている。ここで、高さ h 2 は、表面保

護フィル厶 1 の粘着面の、それぞれプリズ厶山の頂点がくい込んでいた隣り

合う2 点を結ぶ直線 s から、表面保護フィル厶粘着面がプリズ厶谷に押 し込

まれて生 じた凸形状の頂点 p までの距離である。

本発明の表面保護フィル厶は、プリズ厶面に貼 り付けした際に、粘着面が

プリズム山の形状に合わせて変形できるので、本発明の表面保護フイルムと

プリズ厶面との接触面積が高くなることができ、その結果プリズ厶シ一 卜に

対 して好適な粘着力を有する事が出来る。

[0046] 3. 4.表面保護フィル厶の製造

本発明で用いられる表面保護フイルムは、例えば、共重合体 （I ) 及び共

重合体 （I I ) を含有する原料A 、並びに粘着剤主成分及び前記粘着付与剤

を含有する原料 B を、多層押出機を用いてダイ法で共押出することによって

製造することができる。

[0047] 共押出によって、まず、基材層及び粘着層が形成される。

[0048] 4.保護対象

本発明の表面保護フイルムの好適な保護対象は、プリズムシ一 卜、特に、

ソフ 卜モール ド法で製造されたプリズムシ一 卜、及び柔軟プリズムシ一 卜 （

好ましくは、自己回復性プリズムシ一 卜）である。

[0049] ソフ トモ一ル ド法で用いられる樹脂製の錶型は離型剤を含有する。当該離

型剤は、プリズ厶シ一 卜のプリズ厶面に転写され得る。

本発明において、柔軟プリズムシ一 卜は、プリズム山 （凸部）の J I S

R 1 6 3 9 _ 5 に従った測定にて算出した硬度が 0 . 0 8 ~ 0 . 1 5 である

。当該柔軟プリズムシ一 卜は、好ましくは、自己回復性プリズムシ一 卜であ

る。自己回復性プリズムシ一 卜とは、 J I S R 6 3 9 — 5 に従い、加重

2 0 g f になるまで、プリズムシ一 卜を変形させた後加重を取り除いた場合

、加重を取り除いてから3 秒後に変形が確認出来ないプリズムシ一 卜である



自己回復性の確認は、具体的には、微小圧縮試験機 M C T — 5 0 及び平

面圧子 F L A T 5 0 を用いて、 プリズムの山 （凸部）の 1 つに対 し、 5 0

m径の平面圧子により負荷をかけ、加重 2 0 g f になるまで一定速度 （0 .

2 5 g f / 秒）で負荷を上昇させて、最大負荷に到達後、同速度 （0 . 2 5

9 f 秒）で負荷 O g f になるまで低下させ、その後、光学顕微鏡 （倍率 5

0 0 倍）によりプリズ厶を真上か ら観察することにより行われる。

当該確認は、 プリズムの形状が観察できる倍率 （例、 5 0 0 倍）の光学顕

微鏡を用いた観察により行われる。

[0050] 本発明の表面保護 フィル厶が好適に適用される表面保護されるプリズムシ

— 卜のプリズム面の最大の凹凸の高さ （最大の山 （凸部）の高さ）は、 1 0

~ 7 0 m の範囲内である。

[0051 ] 3. 5. 本発明の表面保護方法

本発明の表面保護 フィル厶を用いた、 プリズムシ一 卜の表面保護方法は、

要すれば、

前記プリズムシ一 卜へ、本発明の表面保護 フ イル ム、 すなわち

[ ] 粘着剤主成分 として、共重合体 （I ) 及び共重合体 （I I ) を含有 し

、かつ

[ 2 ] 粘着付与剤 として、 フエノール成分の含有量 （モル比）が 5 ~ 4 5 %

の範囲内であるフェノ一ル樹脂

を含有する粘着剤層

を有する表面保護 フ ィル 厶 を、

当該粘着剤層が前記プリズ厶シー トのプリズ厶面に接触するように貼 り付け

ること

を含む。

当該方法は図 1 か らも理解される。本発明の表面保護 フイルムをプリズム

シ一 卜のプリズム面に接触するように貼 り付けた状態は、図 1 において、表

面保護 フィル厶 1 の粘着面の谷の最深部がプリズムシ一 卜2 のプリズム山の

頂点に接触 した状態である。



[0052] 4 . 貼 り付け

当該表面保護方法では、前記プリズムシー トへ、前記表面保護フイルムを

、表面保護フィル厶の粘着剤層がプリズムシ一 卜のプリズ厶面に接触するよ

うに貼 り付ける。

この際、粘着剤層が高い接触面積を持つように前記プリズ厶面のプリズ厶

の三角柱形状に応 じて変形 して貼 り付 くことで、前記表面保護フイルムを前

記プリズムシ一 卜に好適な粘着力を得ることができる。

実施例

[0053] 以下、本発明の表面保護フイルムを、実施例に基づいて詳細に説明するが

、本発明は、以下の実施例に限定されるものではない。

[0054] (共重合体組成物の製造）

[0055] (a) 重合体プロックA の重合

窒素置換された反応容器に、脱気 脱水されたシクロへキサン5 0 0 質量

部、スチレン9 質量部及びテ トラヒドロフラン5 質量部を仕込み、重合開始

温度の4 0 °C にて n —プチル リチウム 0 . 1 3 質量部を添加 して、昇温重合

を行った。

[0056] (b) 重合体プロックB の重合

重合体プロックA の重合転化率が略 1 0 0 % に達 した後、反応液を 1 5 °C

に冷却 し、次いで、 1，3 —ブタジエン9 1 質量部を加え、更に昇温重合を

行った。

[0057] (c) 力ップリング

重合転化率がほぼ 1 0 0 % に達 した後、力ップリング剤としてメチルジク

ロロシラン0 . 0 6 質量部を加え、カップリング反応を行った。カップリン

グ反応が完結 した後、水素ガスを0 . 4 M P a _ G a u g e の圧力で供給 し

ながら 1 0 分間放置 した。一部取り出したポリマ一は、 ビニル含有率 6 4 %

、質量平均分子量約 1 1 万、カップリング率 6 0 %であった。

[0058] その後、反応容器内に、ジェチルアルミニウムクロライ ド0 . 0 3 質量部

及びビス （シクロペンタジェニル）チタニウムフルフリル才キシクロライ ド



0 . 0 6 質量部 を加え、撹拌 した。水素ガス供給圧 0 . 7 M P a _ G a u g

e 、反応温度 8 0 °C で水素添加反応を開始 し、水素の吸収が終 了 した時点で

、反応溶液 を常温、常圧に戻 し、反応容器か ら抜 き出すことにより、共重合

体 （I ) と共重合体 （I I ) か らなる共重合体組成物 を得た （表 1 の合成例

)

以下、同様 に操作 して所望する共重合体組成物 を得た （表 1 の合成例 1 ~

3 ) 。 これ ら共重合体組成物の性質を表 1 に示す。

[0059] なお、表 1 中、 「S t ( A + B ) 」、 「S t ( B ) 」、 「S t ( A ) 」、

及び 「S t ( b ) 」は、それぞれ次のように定義 される数値 を表す。当該定

義 において、 「全重合体」 とは、共重合体 （に ；) 及び共重合体 （I に ）の

全体を意味する。

「S t ( A + B ) 」は、全重合体の芳香族 アルケニル化合物単位含有率で

あ り、次式で表 される数値 を意味する。なお、 これは、下記 「S t ( B ) 」

と下記 「S t ( A ) 」 との和に等 しい。

式 ：

S t ( A + B ) = (全重合体中の芳香族 アルケニル化合物単位質量）/ (全

重合体中の全単量体単位質量） X 1 0 0 (質量％)

[0060] 「S t ( B ) 」は、次式で表 される数値 を意味する。

式 ：

S t ( B ) = (全重合体 プロック B 中の芳香族 アルケニル化合物単位質量）

/ (全重合体中の全単量体単位質量） X 1 0 0 (質量％)

[0061 ] 「S t ( A ) 」は、次式で表 される数値 を意味する。

式 ：

S t ( A ) = (全重合体 プロックA 中の芳香族 アルケニル化合物単位質量）

/ (全重合体中の全単量体単位質量） X 1 0 0 (質量％)

[0062] 「S t ( b ) 」は、重合体 プロック B の芳香族 アルケニル化合物単位含有

率であ り、次式で表 される数値 を意味する。

式 ：



S t ( b ) = (全重合体プロックB 中の芳香族アルケニル化合物単位質量）

/ (全重合体プロックB 中の全単量体単位質量）X 1 0 0 (質量％)

[0063] また、表 1 中、 「A ：B」は、重合体プロックA の総量と重合体プロック

B の総量との質量比を表す。

[0064] また、表 1 中、 「（I ) ： ( I I ) 」は、共重合体 （I ) と共重合体 （I

I ) との質量比を表す。

[0065] また、表 1 中、 「共役ジェン含有率 （B ) 」は、重合体プロックB の共役

ジェン単位含有率を表す。

[0066] また、表 1 中、 「ビニル結合含有率 （B ) 」は、重合体プロックB のビニ

ル結合の含有率を表す。

[0067] [表 1]

[0068] (実施例 1 ~ 5 、比較例 5 )

上記の各合成方法により得 られた各共重合体組成物 （表 1 ) 1 0 0 質量部

に、粘着付与剤として、 T H 1 3 0 (テルペンフエノール樹脂、ヤスハラケ

ミカル社製）、 A P 1 0 0 (脂環族飽和炭化水素樹脂、荒川化学社製）、又

はA P 1 2 5 (脂環族飽和炭化水素樹脂、荒川化学社製）を配合 し、各粘着

剤組成物を得た。その組成を下記の表 2 に示す。

基材にはポリプロピレン （プライ厶ポリマ一社製 J 7 1 5 M ) を用い、

T ダイ法により基材と各粘着剤組成物を共押出成形することで、 3 6 mの

厚さの基材層と4 mの厚さの粘着剤層とが積層一体化された、実施例 1 ~

5 、及び比較例 1 ~ 5 の表面保護フイルムを成形 し、内径 3 インチの紙芯に



巻取 った巻回体 を得た。

[0069] [ 表 2]

[0070] (実施例 6 ~ 9 )

上記の各合成方法 によ り得 られた各共重合体組成物 （表 1 ) 1 0 0 質量部

に、粘着付与剤 と して、 Y S ポ リスタ一 U H 1 5 (水素添加型テルペ ンフ

エノ一ル樹脂、ヤスハ ラケ ミカル社製）を配合 し、各粘着剤組成物 を得た。

その組成 を下記の表 3 に示す。

基材 にはポ リプロピレン （プライ厶ポ リマ一社製 J 7 1 5 M ) を用い、

T ダイ法 によ り基材 と各粘着剤組成物 を共押 出成形することで、 3 6 m の

厚みの基材層 と4 m の厚みの粘着剤層 とが積層一体化 された、実施例 6 〜

9 の表面保護 フ イル ム を成形 し、 内径 3 インチの紙芯 に巻取 った巻回体 を得

た。

[0071 ] [ 表 3]

粘 着剤組 成物

共 重合 体組成 物 粘 着付 与剤

(質 量部 ） (種 類 ） (質 量部 ）

実施 例 6 合成 例 1 1 0 0 U 1 1 5 3 〇

実施 例 7 合成 例 1 1 0 0 U H 1 1 5 4 0

実施 例 8 合成 例 2 1 0 0 U H 1 1 5 4 0



[0072] (実施例 1 0 ~ 1 3 及び比較例 6 ~ 7 )

上記の各合成方法により得られた各共重合体組成物 （表 1 ) 1 0 0 質量部

に、粘着付与剤として、Y S ポリスタ一S 1 4 5 (テルペンフエノール樹脂

、ヤスハラケミカル社製）、Y S ポリスタ一N 1 2 5 (テルペンフエノール

樹脂、ヤ スハ ラケ ミカル社製）、マ イテ ィエ ー ス K 1 5 ( テ ル ペ ンフエノ

—ル樹脂、ヤスハラケミカル社製）を配合 し、各粘着剤組成物を得た。その

組成を下記の表4 に示す。

基材にはポリプロピレン （プライ厶ポリマ一社製 J 7 1 5 M ) を用い、

T ダイ法により基材と各粘着剤組成物を共押出成形することで、 3 6 mの

厚さの基材層と4 mの厚さの粘着剤層とが積層一体化された、実施例 1 0

~ 3 及び比較例 6 ~ 7 の表面保護フィル厶を成形 し、内径 3 ィンチの紙芯

に巻取った巻回体を得た。

[表4]

[0073] (粘着付与剤としての、フエノール成分の含有量）

前記各実施例及び各比較例の粘着剤組成物における粘着付与剤としての、

フエノール成分の含有量を、プロトン核磁気共鳴装置 （1 H —N M R ) を用い

て、次の測定条件及び計算で求めた。結果を表 5 に示す。

< H - N M R測定条件及び算出式>

( ピークの帰属）

4 . 0 - 5 . 0 p p m ：テルペン2 重結合に隣接する 1 4 個の水素原子

6 . 0 - 8 . 0 p p m ：フエノールの0 H基に隣接する3 個の水素原子



( フエノール成分の重量割合 （モル分率）の算出方法）

4 . 0 - 5 . 0 p p mのピーク強度の積分値 B、

6 . 0 - 8 . 0 p p mのピーク強度の積分値C を算出し、

次の計算を行った。

= C / 3 ÷ ( ( B / 1 4 + C / 3 ) ) ( フエノール骨格の重量割合 （モ

ル分率））

[0074] [表5]

[0075] (評価）

上記のようにして得 られた各表面保護フィル厶について、以下の項目を評

価 した。

非保護体であるプリズムシ一 卜としては、以下の 2 種類のプリズ厶シ一 卜

な用居、した。

プリズムシ一 卜 （A ) (ソフ トモール ド式で製造 したプリズムシ一 卜） ：

ソフ トモール ド式で製造 した、厚さが 1 3 0 m のアクリル樹脂からなり

、プリズムのピッチ 5 0 m 、高さ2 5 m であるプリズムシ一 卜。

プリズムシ一 卜 （B ) (自己回復性プリズムシ一 卜） ：

厚さが 1 3 0 m のアクリル樹脂からなり、プリズムのピッチが 5 0 m

、及び高さが 2 5 mであり、 J I S R 1 6 3 9 _ 5 に従った測定にて算



出した硬度が 0 . 1 1 ± 0 . 0 2 であり、かつ、 J I S R 1 6 3 9 — 5 に

従い、加重 2 0 g f になるまで、プリズムシ一 卜を変形させた後加重を取り

除いた場合、加重を取り除いてから3 秒後に光学顕微鏡 （倍率 5 0 0 倍）を

用いた観察で変形が確認出来ないプリズムシ一 卜。

当該測定は、具体的には、微小圧縮試験機M C T — 5 0 及び平面圧子 F

L A T 5 0 を用いて、プリズムの山 （凸部）の 1 つに対 し、 5 0 m径の平

面圧子により負荷をかけ、加重 2 0 g f になるまで一定速度 （0 . 2 5 g f

/ 秒）で負荷を上昇させて、最大負荷に到達後、同速度 （0 . 2 5 g f / 秒

) で負荷 0 g f になるまで低下させ、その後、光学顕微鏡 （倍率 5 0 0 倍）

によりプリズ厶を真上から観察することにより行つた。

[0076] プリズムシ一 卜 （A ) (ソフ トモール ド式で製造 したプリズムシ一 卜）に

ついての結果を表 6 、表 7 に示 し、一方、プリズムシ一 卜 （B ) (自己回復

性プリズムシ一 卜）についての結果を表 8 、表 9 に示す。

[0077] ( ) 成膜性

上記のようにして共押出しにより製膜 した各表面保護フイルムの外観を目

視にて評価 し、外観上問題が無ければ 「〇 （良）」とした。

[0078] ( 2 ) 初期粘着力

各表面保護フイルムを、各プリズムシー トのプリズム面 （レンズ面）を覆

うように貼 り付けた。

貼 り付け条件は、室温 2 3 °C及び相対湿度 5 0 %の環境下、それぞれ 2 k

g の圧着ゴムローラ一を用いて、 3 0 0 m m/ 分の速度で貼 り付け、その状

態でプリズムシ一 卜 （A ) については3 0 分、プリズムシ一 卜 （B ) につい

ては 1 日間放置 した後、 J I S Z 0 2 3 7 に準拠 し、 2 5 m m幅における

8 0 度剥離強度を3 0 O m m/ 分の速度で測定 した。この際の剥離方向は

プリズムの稜線方向とした。このようにして測定された剥離強度を初期粘着

力とした。

( 3 ) 経時粘着力

各表面保護フイルムを、室温 2 3 °Cおよび相対湿度 5 0 %の環境下、 （2



) の初期粘着力評価に用いたソフ トモ一ル ド式で製造 したプリズムシ一 卜の

レンズ面の表面に、それぞれ 2 k g の圧着ゴムローラ一を用いて、 3 0 0 m

m/ 分の速度で貼 り付けた。

表面保護フィル厶を貼 り付けたプリズムシ一 卜を6 0 °C、 7 時間放置 し

た。これを、 J I S Z O 2 3 7 に準拠 し、 2 5 m m幅における 1 8 0 度剥

離強度を3 0 0 m m/ 分の速度で測定 した。

[0079] ( 4 ) 展開力

実施例及び比較例の各表面保護フィル厶の 5 0 m m幅の巻回体を、巻き戻

し速度を変更 したこと以外は J I S Z 0 2 3 7 に準拠 し、 1 5 m/ 分の巻

戻 し速度で巻戻 し力を測定 し、展開力とした。結果を表 4 、表 5 に示す。

( 5 ) 汚染有無

室温 6 0 °Cおよび相対湿度 5 0 %の環境下、 （2 ) の初期粘着力評価に用

いたソフ トモ一ル ド式で製造 したプリズムシ一 卜のレンズ面の表面に、それ

ぞれ 2 k g の圧着ゴムローラ一を用いて、 3 0 0 m m/ 分の速度で貼 り付け

た。

表面保護フィル厶を貼 り付けたプリズムシ一 卜を6 0 °C、 1 6 8 時間放置

した。これを、 J I S Z O 2 3 7 に準拠 し、 2 5 m m幅の試験片を作成 し

て 3 0 0 m m/ 分の速度で表面保護フイルムをプリズムシ一 卜から剥離 した

。プリズムシ一 卜表面を電子顕微鏡を用いて汚染物質の有無を観察 した。

なお、実施例 6 ~ 9 の各表面保護フィル厶について当該評価にて被着体表

面を電子顕微鏡で観察 したところ、被着体表面に粘着付与剤に由来する汚染

物質が観察されなかった。

( 6 ) 総合評価

総合評価では、各判定で一つでも 「X (不良）」があるものを一つでも 「

X (不良）」がと判定 し、一つも 「X (不良）」が無いものを 「〇 （良）」

と判定 した。

[0080] < 判定基準>

粘着力 （初期）、 （経時）



〇 （良 ） ：0 . 0 5 N / 2 5 m m以上

X (不 良） ：0 . 0 5 N / 2 5 m m未満

展開力

◎ (優 ） ：2 . 0 N / 5 0 m m未満

〇 （良 ） ：2 . 0 N / 5 0 m m以上 3 . 5 N / 5 0 m m以下

X (不 良） ：3 . 5 N / 5 0 m m 超

[0081 ] ( 6 ) 粘着面変形率

次の方法 ：

表面保護 フイルムをプ リズム山の高さ h 1 が一定であ り、かつ 2 5 m であ

る輝度上昇 フィル厶プ リズ厶面 に貼付後、 プ リズ厶面側 よ り打ち抜 きを実施

し、次いで

打ち抜 きによって生 じた断面 において、表面保護 フイルム粘着面の、 それぞ

れ プ リズ厶山の頂点が くい込んでいた隣 り合 う 2 点を結ぶ直線 s か ら、表面

保護 フィル厶粘着面がプ リズ厶谷 に押 し込 まれて生 じた凸形状の頂点 p まで

の距離 h を測定することを n = 3 で行い、

h 2 / h の算術平均値 を算出 し、

これを粘着面変形率 と定義すること ；

によって、表面保護 フィル厶の粘着面変形率 を得た。

当該測定は、顕微鏡 （倍率 ：5 0 0 倍）で観察 して実施 した。

前記打ち抜 きには、次の装置 を使用 した。

株式会社 トーコー製

製品名 ：卜一コ一油圧 ク リッカ一

型番 ：T C M — 3 5 0 0

[0082]



[表6]

[0083] [表7]

[0084] [表8]

[0085]



[ 表 9]



請求の範囲

[ 請求項 1] [ ] 粘着剤主成分 と しての、

( a ) 式 ： [ A _ B ] n ( A は下記重合体 プロックA を表 し、 B は

下記重合体 プロック B を表 し、及び n は 1 ~ 3 の整数 を表す。）で表

される構造 を有する共重合体 （| ' ) の水素添加物である、共重合体

( I ) 、 及び

( b ) 少な くとも 2 つの末端 に下記重合体 プロックA を有 し、 その

中間部分 に少な くとも 1 個 の下記重合体 プロック B を有する共重合体

( I に ）の水素添加物である共重合体 （I I ) の組み合わせ、並び

に

[ 2 ] 粘着付与剤 と しての、

フエノール成分の含有量 （モル比）が 5 ~ 4 5 % の範囲内であるフエ

ノール樹脂

を含有 し、

前記共重合体 （に ）及び前記共重合体 （I に ）の全体 に含 まれる

、重合体 プロックA の総量 と重合体 プロック B の総量 との質量比 （A

：B ) が 5 ：9 5 2 5 ：7 5 の範囲内であ り、

前記共重合体 （I ' ) 及び前記共重合体 （I I ' ) の全体の芳香族 ァ

ルケニル化合物単位含有率 （S t ( A + B ) ) が、 5 ~ 5 0 質量％で

あ り、かつ

前記共重合体 （I ) 及び前記共重合体 （I I ) の全体の水素添加率が

8 0 % 以上である粘着剤層、及び

基材層

を有する表面保護 フ イル ム。

[ 重合体 プロックA ] ：芳香族 アルケニル化合物単位 を 8 0 質量％以

上の含有率で含有する重合体 プロック

[ 重合体 プロック B ] ：共役 ジェ ン化合物単位 を 5 0 質量％以上の含

有率で含有 し、かつ共役 ジェ ン化合物 由来の ビニル結合の含有率が 5



0 モル ％以上である重合体 プロック

[ 請求項2] プ リズム シ 一 卜用である請求項 1 に記載の表面保護 フィル 厶。

[ 請求項3] 次の方法 ：

表面保護 フイルムをプ リズム山の高さ h 1 が一定であ り、かつ 2 5

m である輝度上昇 フィル厶プ リズ厶面 に貼付後、 プ リズ厶面側 よ り打

ち抜 きを実施 し、次いで

打ち抜 きによって生 じた断面 において、表面保護 フ イル ム粘着面の、

それぞれ プ リズ厶山の頂点が くい込んでいた隣 り合 う 2 点 を結ぶ直線

s か ら、表面保護 フィル厶粘着面がプ リズ厶谷 に押 し込 まれて生 じた

凸形状の頂点 P までの距離 h を測定することを n = 3 で行い、

h 2 / h の算術平均値 を算出 し、

これを粘着面変形率 と定義すること ；

によって得 られる粘着面変形率が、 5 0 % 以上である請求項 1 又 は 2

に記載の表面保護 フィル厶。

[ 請求項4] プ リズム山の J I S R 1 6 3 9 _ 5 に従 った測定にて算出 した硬度

が 0 . 0 8 ~ 0 . 5 であ り、かつ

J I S R 1 6 3 9 — 5 に従 い、加重 2 0 g f になるまで変形 させた

後加重 を取 り除いた場合、加重 を取 り除いてか ら3 秒後 に変形が確認

出来ない自己回復性 プ リズムシ一 卜用である請求項 1 ~ 3 のいずれか

1 項 に記載の表面保護 フィル 厶。

[ 請求項 5] ソフ トモ一ル ド法 によって製造 されたプ リズムシ一 卜用である請求項

1 ~ 3 のいずれか 1 項 に記載の表面保護 フィル厶。

[ 請求項 6] 前記 フ エ ノール樹脂が、テ ル ペ ン フ エ ノール樹脂、 アル キル フ エ ノ一

ル樹脂、 ロジ ン変性 フ ヱ ノ一ル樹脂、 フ ヱ ノ一ル 変性 クマ ロ ンイ ンデ

ン樹脂、 フエノ一ル変性ホルムアルデ ヒ ド樹脂、 t - プチル フエノ一

ル樹脂、及び t —プチル フエノール アセチ レン樹脂か ら選ばれる群 よ

り選択 される 1 種以上のフエノール樹脂であることを特徴 とする請求

項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の表面保護 フィル厶。



[ 請求項7] 前記 フエノール樹脂が、テ ル ペ ンフエノール樹脂であることを特徴 と

する請求項 6 に記載の表面保護 フィル 厶。
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